























































































































































































































































































































































































⒅　リベラルアーツ大学の多くは，その名に○○ College と，university ではなく college
を冠している。アメリカにおいて college と university の間の線引きは必ずしも一定し
ておらず，リベラルアーツ大学のなかにも，コネティカット州の名門，ウェズリアン大





















































カリフォルニア大学機構を構成するのは，UC バークレーや UCLA，UC サ
ンディエゴなど，全米でもトップ，あるいは上位クラスの11の大学である。
これに対して，カリフォルニア州はもうひとつの州立大学組織を運営してい











































































































































































































































































































































































































































































































































































































年制と短いこと，SAT の設問は College	Board という，非営利組織とは言え
事実上の試験産業がビジネスライクな量産体制を整えてきたのに対して，日
本にはそのような大量生産体制が存在していないこと，といった，アメリカ































































































㊹　John	W.	Kingdon,	Agendas, Alternatives, and Public Poliies	（Scott,	Foresman	and	
Company,	1984）.
㊺　Ibid.,	pp.	188-192.
㊻　John	Creighton	Campbell,	How Policies Change : The Japanese Government and the 
Aging Society	（Princeton	University	Press,	1992）.
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まず，問題の流れから見てみよう。問題の流れとは，何が政策的課題として
取り上げられるべきかについての認識，あるいは問題意識に関わっている。
では，新共通テストの導入という個別政策を導き出す問題意識とはどのよう
なものか。それは，入試制度という個別の政策領域だけを見たのでは十分に
理解することができない。入試のあり方は，日本という国家と社会，すなわ
ち全体システムについての自民党と第２次以降の安倍政権（第２次安倍政権
と略す）の認識から導き出されているからである。
　第２次安倍政権が成立したのは2012年12月末のことである。その少し前，
まだ野党時代の自民党に，後に政府の教育政策に大きな影響を与えることに
なる総裁直属機関が設置された。教育再生実行本部である。この本部の立ち
上げについて，自民党の機関紙は，教育再生は経済再生と並ぶ「重要課題」
であると位置づけ，「この課題とそこから派生する個別問題に対応する政策を
打ち出して「『安倍カラー』の一つとして次期総選挙の政権公約に反映させ
る」ことがこの本部の役割だと報じている（47）。そして，同本部の設置からほ
どなく行われた総選挙で自民党が大勝し，第２次安倍政権が発足すると，早
くもその２週間後，今度は教育再生を議論するために教育再生実行会議が首
相の諮問機関として発足するのである。
　もちろん，再生実行本部は党側の組織であり，再生実行会議は政権側の組
織であるから，両者の人的構成やその議論のあり方は当然異なっている。そ
れでも，両者は強固な党内基盤を持つに至った首相および執政中枢の強い影
強下にあり，相互に連携しながら提言のとりまとめなどの活動をおこなって
きたと思われる。
　ところで，安倍政権の教育政策というとその復古的，国家主義的色彩がし
ばしば指摘される。確かに，教育再生実行本部の初会合で，自民党総裁とし
ての安倍は「我が国と郷土を愛する態度を養う」ことを始め，短命に終わっ
たその第１次内閣時代の目標に沿った教育改革を進めると宣言する（48）など，
㊼　『自由民主』2531号，2012年10月30日。
㊽　同上。
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そうした指摘を裏付ける言動を繰り返してきた。しかし，復古主義は安倍政
権の教育政策の１面にすぎない。安倍政権の教育改革を跡づけた徳久は，こ
の点について，「安倍政権の教育改革の目的は，脱工業化しグローバル化する
経済社会の担い手を育成することにある」と分析している（49）。
　このような徳久の分析を裏付ける事例の一つが，自民党教育再生実行本部
の動きである。上で見たように，再生実行本部はまだ野党時代の自民党に設
置されたものだが，政権獲得とともにその陣容を刷新，政府の教育再生実行
会議と歩調を合わせ，①平成の学制大改革，②大学入試の抜本改革，③新人
材確保法の制定，④学力向上の４つを検討課題として掲げた。このうち②が
本稿のテーマに直接関連するが，問題の流れという文脈で注目されるのは，
再生実行本部に「成長戦略に資するグローバル人材育成部会」という長い名
前の部会が設置され，2013年４月に提言をまとめたことである。この部会の
名称自体，そして提言の内容は，第２次安倍政権における教育改革の力点が
どこに置かれているかを明瞭に示しているのである。
　すなわち，この提言はまず，「現在，日本経済再生のための議論も党内で同
時に行われており，成長戦略に資する世界で活躍できる人材の育成が急務で
ある」という基本認識を提示している。そして，「安倍内閣の掲げる経済再生
には，人材養成が不可欠」であり，かつ「成長戦略実現上，投資効果が最も
高いのは教育」だと述べる。そこから人材育成部会がめざすのは，「結果の平
等主義から脱却し，トップをのばす戦略的人材育成」であり，ついで「学び
直しや土曜日の活用などによる徹底した底上げ」である。つまり，安倍政権
における「教育再生」は，その復古的要素をとりあえず横に置くなら，グロー
バルな競争が激化する環境の中で日本というシステム全体の適応力を，とり
わけ日本経済の活力を「取り戻す」ことに役立つものでなければならないと
考えられているのである。そのためにも，グローバリゼーションに対応した
エリート養成と，人材としての一般国民の能力アップが追求されるべきだと
㊾　徳久恭子「安倍政権の教育改革における連続性と変質」『生活経済政策』228号（2016），
26頁。
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される（50）。
　以上が安倍政権の「教育再生」論の前提をなす問題認識である。いうまで
もなく，日本という社会，そしてその上に立つ国家というシステム全体がグ
ローバリゼーションに適応する能力を持たねばならないという理解そのもの
は安倍政権固有のものではない。むしろ，一般論としては，政界だけでなく
経済界や論壇，学界，そして一般有権者の間でもかなり広く共有されている
状況認識だといってよいだろう。普段は安倍政権に対して批判的な朝日新聞
がエリート養成をテーマとする特集を組む背景には，問題の流れにおけるこ
のような状況認識の広範な共有があることは疑いない。
　従って，次に検討されるべきは，このようないわば合意争点的な問題に対
して政策の流れはどのように動くのかである。これについては，第２次安倍
政権という強い基盤を持った政権が存在する以上，問題の流れを政策の流れ
に落とし込むという形になることが予想される。そこでは，戦後の教育政策
の形成過程で主要な位置を占めていた中央教育審議会や文部科学省はもはや
主役として振る舞うことはできず，政策の方向を具体化する下請的地位に追
いやられる。実際，教育再生実行部会に政権側で対応する教育再生実行会議
は2013年以降立て続けにさまざまな提言を提出し，その具体化を図っていく。
そして，そのなかの第４次提言（2013年10月31日）において，大学入試制度
の抜本的改革を打ち出すのである。
　提言は，その冒頭で，グローバル化が急速に進展する世界で「日本が将来
にわたって国際社会で信頼，尊敬され，存在感を発揮しつつ発展していくた
めには」世界で戦える多様な人材が求められており，また，少子・高齢化の
なかで「経済成長を維持していくには，イノベーションの創出を活性化させ
るとともに，人材の質を飛躍的に高めていく必要が」あると，問題状況の認
識とそれに対処していく基本的方向性を打ち出している。その上で，「知識偏
重の１点刻みの大学入試」や「学力不問の選抜になっている一部の推薦・AO
㊿　教育再生実行本部『成長戦略に資するグローバル人材育成部会提言』（自由民主党，
2013），１-２頁。
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入試」を廃して「能力・意欲・適正を多面的・総合的に評価しうる大学入学
者選抜制度への転換」を提言する。そして，「大学教育を受けるために必要な
能力判定のための新たな試験（到達度テスト（発展レベル）＜仮称＞）の導
入」を提唱する（51）。2014年12月22日の中央教育審議会答申は，この提言をな
ぞりながら掘り下げ，それをある程度具体的な制度設計へと落とし込んだも
のである。それをさらにより詳細に展開しようとしたのが高大接続システム
改革会議ということになる。
　ただ，このように政権中枢から文部科学省の専門家会議へと政策内容の詳
細化，具体化が図られていくとしても，そこにおける政策の流れがグローバ
リゼーションへのシステム対応という基本的な問題認識を前提としている以
上，その方向性は自ずと狭い範囲へと絞られていく。なぜなら，グローバリ
ゼーションへのシステム対応というスタンスをとる限り，それは多かれ少な
かれアメリカ的制度や方式への接近という形をとらざるを得ないからであ
る。この点について，高等教育研究の専門家は次のように述べる。「高等教育
の『世界システム』の中核に位置しているのは，米国に他ならない。米国は，
世界でもっとも成功した高等教育システムと大学を持ち，グローバルな知的
資源や人的・物的資源の集散に中心的な役割を果たしている。このことは米
国が，他の国々にとって高等教育システムや大学の改革についても，主要な
モデルの提供者，あるいは輸出元となり，グローバル化が何よりも『米国化』
（Americanization）として意識され，進行していることを意味する（52）。」
　他の先進国と比べると，日本の場合特にアメリカモデルに対する関心が強
い。政権に批判的な主要メディアでさえアメリカの「入試制度」をそのシス
テム・パフォーマンスの要に見ようとするのが今日におけるこの国の状況認
識である。とするなら，政府がアメリカの「入試制度」をそのまま輸入しよ
　教育再生実行会議『高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜のあり方につ
いて（第四次提言）』（自由民主党，2013）。
　天野郁夫「グローバル化と日本の大学改革― 国際競争力強化への課題」nipponn.
com 特集『グローバル化時代　大学の国際競争力』http://www.nippon.com/ja/in-depth/
a02801/
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うとするのはきわめて自然である。そして，大学入学共通試験に関する限り，
アメリカモデルとは SAT そのものに他ならない。こうして，センター試験
の SAT 化が教育改革の１つとして帰結するのである。
　しかし，いかにアメリカがその全体システムとしてもその構成要素の一つ
としての高等教育システムとしても見習うべきモデルであるにせよ，アメリ
カと日本ではシステムの構造や作動の仕方に少なからぬ違いがある上，歴史
的背景も異なっている。それは高等教育システムでも同様である。従って，
アメリカモデルを輸入するにあたっては，それが日本仕様に適合するよう，
何らかの調整が必要となる。そのような細部修正という地道な作業を飛ばし
て，アメリカ仕様のモデルを日本の制度環境にいきなり設置したのが今回の
センター入試廃止，新大学入学共通試験の導入だったのである。では，なぜ
地道な作業を飛ばしてしまったのか。そこで登場するのがポピュリズム的に
動く政治の流れである。
　大嶽によると，ポピュリズムとは，善悪二元論を用いつつ否定されるべき
「悪」を単純化して提示し，その悪をたたくことで大衆の喝采を調達する劇場
型の政治をさす。ポピュリズムを利用して政治を動かそうとする政治家や政
治勢力がポピュリストである。そして，そのようなポピュリズムには，大衆
への利益ばらまきを主たるアピールポイントとする「利益誘導型」と，既成
の何かを攻撃して改革を掲げる「改革型」という２つのタイプが存在する（53）。
既成の何かは既成のエリートや何らかの既得権層（と有権者がみなしうるカ
テゴリー）のように人的な集団である場合が多いが，既成のルールや政策な
ど抽象的なものでもよい。ポピュリストの多くは両方を複合的に提示する。
日本では中曽根行革以来，改革を旗印としたポピュリズムがしばしば登場し
てきた。日本再生を掲げる安倍政権もそうした改革型ポピュリズムの流れに
位置づけられる。
　繰り返しになるが，安倍政権がその看板とする日本再生は，単純な復古主
　大嶽秀夫『小泉純一郎ポピュリズムの政治　その戦略と手法』（東洋経済新報社，
2006），４-５頁。
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義を意味するわけではない。もちろんそうした側面もまた濃厚で，それはそ
れで別途検討すべきである。しかし，再生には，ジャパン・アズ・ナンバー
ワンとまでいわれた経済大国としての栄光を復活させるという意味（ないし
願望）も込められている。失われた20年といわれるように，今日の日本がふ
がいない状況に置かれているという認識（問題状況）は有権者の間にもかな
りの程度共有されている。そこで，今日の日本を構成するあらゆる要素を打
破すべき悪と見立てて，これを改革していくことが有望な支持動員戦術とな
り得るのである。それは教育政策の領域でも同様である。こうして，教育長
の権限強化などを柱とする教育委員会制度改革，教授会の権限を弱めて学長
のリーダーシップを強化する大学のガバナンス改革，小中一貫校の設置を促
す学制改革など，さまざまな改革が矢継ぎ早に提示されて有権者にアピール
するという流れが生まれる。大学の入試改革も，そのような流れによって政
策化されたと考えられるのである。
　ところが，改革のポピュリズムには一つの逆説がある。それは，何らかの
政策を掲げて大衆の支持を調達しようと試みるとしても，ポピュリストに
とってはその政策の中身や実現可能性は必ずしも重要ではないということで
ある。それは政策を改革と置き換えても同じである。ポピュリストが何らか
のペット・ポリシーを持っていて，その実現のために大衆の支持を調達しよ
うとすることももちろんあり得る。小泉純一郎にとっての郵政民営化はまさ
にそのような事例である。しかし，ポピュリストの最大の目標は，単純化さ
れた台詞回しで大衆の支持を調達し，自らの権力基盤を強化することである。
そのためには，観衆の目に自分の演技がどう映るかが重要なのであって，演
技の深い意味や情感といった要素は彼にとって些細な点でしかない。そのよ
うなポピュリズムの論理，ポピュリストの心理を鮮やかな形で示したのが都
知事時代の石原慎太郎による東京都立大学の廃止と新大学の設置である。
　知事時代の石原は，大手銀行に対する外形標準課税（いわゆる銀行税）の
導入，オリンピックの誘致，東京からの環境革命を謳ったディーゼル車規制
など，話題をさらう政策を次々と打ち出し，高い支持率を誇っていた。その
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石原が目をつけたのが行財政改革や公務員バッシングに揺れる東京都立大学
であった。彼は，都立大学を始め，東京都が設置していた４つの大学，短期
大学を廃止し，「全く新しい大学」（二期目をめざす知事選で石原が掲げた公
約）を作ろうとした。これは都立大学教員からの強い抵抗を呼び起こしたが，
結局都立の４大学，短大は廃止され，首都大学東京という「大学」の２文字
がその名前の最後に来ない新大学が誕生することになる。しかし，斬新なネー
ミングが話題をさらったことに満足した石原は，新大学への関心を急速に失
い，彼がこだわっていた教員の任期制の導入も形だけに終わるに任せるなど，
大学の華々しい看板はその中身をさほど変えるものとはならなかったのであ
る（54）。具体的事項については問題が残っていても，断固として2020年度から
新しい共通テストを導入するという決定過程においても，類似の論理が働い
たといえるだろう。
　大学入学共通試験の改革という政策は確かに拙速に決定され，中身が問わ
れる部分を残した。それは，ポピュリズムが駆動する政治の流れが政策の流
れを規定したためである。ただ，注意しなければならないのは，そのような
政策の流れと結びついた（カップリングされた）問題の流れも不適切なもの
だったとは必ずしも言えないということである。それは，グローバリゼーショ
ンに適応するために種々の政策を展開すべしという安倍政権の問題認識がそ
れなりの合理性を持っているためである。これも繰り返しになるが，一般論
としてはこのような認識は政治的な立場を超えてかなり広範に流通してい
る。そして，日本という全体システムのパフォーマンスが，日本で暮らし活
動する個人や組織の厚生に多大な影響を与えることを無視することはおそら
くできない。言い換えれば，全体システムとしての社会，そしてその政治的
表現としての国家を全く名目論的に捉えることには無理がある。従って，大
学入学共通試験を工夫することによって社会全体のパフォーマンスに資する
人材育成をはかることには，それなりの意義がありうると言うべきである。
　大嶽秀夫「ポピュリスト石原都知事の大学改革 ― 東京都立大学から首都大学東京
へ」『レヴァイアサン』42号（2008）。
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　他方で，全体システムのパフォーマンスを強調することには慎重さも求め
られる。そのような考え方は容易に極端な社会実在論に，そして社会有機体
論に行き着くからである。そこからその政治的表現である国家有機体論は指
呼の距離である。ここで，全体システムを操作的にではなく実体論的に論じ
ることが内包するこのような危険性はシステム論の泰斗パーソンズの理論に
すでに潜んでいたことに注意しなければならない。もちろん，ルーズベルト
政権によるニューディール政策を支持していたことに見られるように，パー
ソンズは自らを進歩派に数えていたはずである。しかし，その社会体系論が
存続，発展というシステムの「目的」に対する社会の側の機能的貢献を重視
していることがシステムを実在視する思考へと容易に転嫁することに，彼が
十分自覚的だったとは言えない（55）。彼の理論が保守的と評されるゆえんもそ
こにある。
　全体システムの強調は，真の構成要素である個を意識するとせざるとを問
わず抑圧することにつながりかねない。少なくとも個を軽視する態度を生み
出しやすい。本来個人や企業の自由に価値を置くはずの新自由主義的手法で
全体システムのパフォーマンスを上げようとする近年の新保守主義が権威主
義や国家主義と容易に結びつく原因はここにある。入試制度による人材育成
という議論においても，そこに注意する必要があるだろう。
お	わ	り	に
　最後に，再び「入試とエリート選抜」というテーマに戻り，若干のコメン
トを付したうえで，本稿を終わりたい。筆者は個別入試の実施に対しては否
定的なので，ここでの入試とは依然として大学入学共通テストのことである。
ただ，個別入試についても，このあとすぐ，もう一度少しだけ触れる。
　日本の大学入学共通テストであるセンター試験は，エリートの選抜という
　次を参照。盛山和夫『社会学とは何か　意味世界への探求』（ミネルヴァ書房，2011），
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要請に効果的に応えるものとなっているか。センター試験に代えて大学入学
希望者学力評価テストを導入しようという議論の根底には，この問いに対す
る否定的な見解があることは明らかである。そして，本稿を構想するきっか
けとなった朝日新聞の特集も，基本的にはそのような見解に与している。
　このような見方に対する筆者の意見は，センター試験もある程度までなら
そうした要請を満たしている，というものである。その理由を二つにまとめ
る。
　第一に，ハーバードをはじめとするアメリカの有力大学は共通テストを利
用しつつ，一般的にはその成績上位の志願者を選抜しており，その点では東
大の場合とそれほど違っているわけではない，ということがあげられる。そ
の上で，成績上位者の中から誰を選ぶかについては，エッセーなどによって
これを判断しているようである。朝日のように，日本でもエリート養成には
ハーバード方式を取り入れるべきだというのなら，たとえば東京大学も，学
生選抜部のような組織を立ち上げてエッセーも併せて考慮するなり，あるい
は教員によるエッセーその他の審査態勢を大幅に拡充するなり，独自の工夫
を加えていくことがとりうるべき一つの方向性である。もちろん，政府・文
部科学省による今回の入試改革政策ではその点については全く踏み込んでお
らず，従って制度や人材を整えるための国による大幅な支援や財政措置は期
待できないから，そのような態勢を整えていくことは個々の大学にとって大
きな負担となるだろう。それでも一考には値する。
　また，これまで述べてきたような理由によって筆者自身は反対であるが，
日本の大学は個別入試の長い蓄積を持っているので，その長短をきちんと総
括した上で個別入試を残すという方向性も考えられる。上で紹介した文部科
学省高大接続システム改革会議の最終報告書は，まさにこのような制度設計
を打ち出している。筆者のように，個別入試はこれを廃止することが望まし
いといっても，それは一律に押しつけられるべき性質のものではなく，個々
の大学のポリシーや資源の状況などと照らし合わせながら，それぞれの大学
が判断していくという選択肢もあってしかるべきである。しかし，逆に，一
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律に個別入試を残すというのもあまりにも思慮が足りないというべきではな
かろうか。
　第二に，日本では，アメリカの大学というとすぐにハーバードがそのトッ
プだというステレオタイプがかなり流通している。少なくとも，ほかのアメ
リカの大学に比べてその名の認知度が圧倒的に高いことは確かである。ハー
バードはアメリカのトップ校にしてそのシンボル，ということであろう。も
ちろん，そうした認識が全く間違っているとは言えない。しかし，単独トッ
プかというと，そうではない。上で述べたように，アメリカにおいては，研
究面でも教育面でも，ハーバードを含む多数の大学が分野ごとに抜きつ抜か
れつの競争を繰り広げている。ランキングにもよるが，総合でも，ハーバー
ド以外の大学がトップの座を占めることがある。エリート選抜という面に
限ってみても，アメリカの大学世界は，大げさに言うと群雄割拠の状態だと
言ってよいのである。このことは，ノーベル賞を受賞したアメリカ人の学部
段階での出身校を見れば一目瞭然である。大統領経験者やピューリッツアー
賞の受賞者でも，状況は同様であろう。
　筆者はかつて，東大を頂点とする富士山型の単峰的序列構造を日本の大学
世界の特徴だとすれば，アメリカの大学世界は「八ヶ岳型」だと表現したこ
とがある（56）。しかし，現在では筆者のその認識は少し歪んでいたのではない
かと思っている。確かに，日本の大学世界，特にその「上層部」にはアメリ
カほどの多様がないようにみえる。国立大学の世界に視野を限るなら，東京
大学はその規模が格段に大きく，また学生定員が多いこともあって，その存
在感は圧倒的である。エリート官僚の絶対多数も東大出身者が占めている。
　しかしながら，それでも，日本のエリート選抜システムはそれなりに複線
的で，一定の多様性を有しているというのが今の筆者の認識である。早慶な
ど，アメリカはともかくヨーロッパならあまり見られない有力な私立大学が
多数存在していること，また，偏差値による大学の序列付けが徹底してしまっ
たように見える高度経済成長以後の時期においてさえ，依然としてかなりの
　前掲拙著，58頁。
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数の優秀な受験生が東大以外の大学を選んでいることなどが，筆者の判断根
拠である。特に，あとの方の要因に関しては，ノーベル賞をはじめ世界的な
賞の受賞者の学部レベルでの出身大学は比較的多様であり，京大など東大以
外の旧帝大は言うまでもなく，地方国立大学もかなり健闘していることは最
近ようやく認識されるようになってきた。ビジネスやジャーナリズムの世界
でも同様であろう。日本の大学によるエリート選抜にもそれなりに幅や多様
性があるということに，もう少し注意が向けられてしかるべきなのである。
人材やエリートの育成という局面でも，日本の現状を肯定的観点から見直し，
それを活かす形でグローバリゼーションに流されず，同時にそれに対応しう
る政策，制度を議論していくべきであろう。
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